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論文
住宅環境が居住地の選定に与える影響*
一一PoissonGravity Modelによるティブー仮説の検証一一
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ティプー仮説によれば、人々は移転を考えている候補地の住宅環境を精査した上で、転居をする
か否かの意思決定を行っていることとなる。本論文は、 PoissonGravity Modelを利用し、この仮
説の検証を行った。分析の結果、人々が日照条件の悪い地域を避ける傾向が示されたが、保育サー
ビスに関してはむしろ逆の傾向が導出された。後者は、保育サービスの需要が高いと思われる世代
が、むしろ保育サービスの逼迫している地域へと転居する傾向をもつことを意味しているor行政は
日照条件の改善に関して対応策を講ずることができないが、保育サービスに関して何らかの対応策
を講ずるはずだ」と人々が予想するため、こうした現象が発生するのであろう o 足による投票のメ
カニズムの利用を考慮する場合には、転居後に行政がどのような対応策をとると人々が予想してい
るかが重要となる。
キーワード:ティプー仮説、住宅環境、居住地選定、 PoissonGravity Model 
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1 序論
サミュエルソン(1954)は、「公共支出の純粋理論Jと題した論文において、「公共財は私
的財と異なり、人々が選好を的確に顕示しないため、効率的な供給を原則望めないJという
悲観論を述べた。これに対し、ティプー(1956)は、「地方支出の純粋理論Jと題した論文に
おいて、「人々は各行政区における税負担義務とそこで得られる公共サーピスを照らし合わせ
この研究は平成13年度関西大学学部共同研究によって行った研究の一部である。本研究を推進するに
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する次第である。
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た上で、最も満足度の高い地域に移転するはずである」と論じた。ティプーが論ずる「足に
よる投票」が機能するならば、公共財に関しても市場機能に類似したメカニズムを活用する
ことが可能となり、その効率的な供給が望めるようになる。こうした理由から、ティプー仮
説は、経済学に留まらず、社会学・政治学など多岐の分野に大きな影響を与え、莫大な量の
研究活動を展開させることとなった。
さて、ティプー仮説によれば、移転を考えている候補地の住宅環境(公共サービス)を精
査した上で、人々は転居するかどうかの意思決定を行っていることとなる。しかし、人々は
本当にそのような行動をとっているのだろうか。例えば、小さな子供がいる世帯が引越しを
する場合、移転先にどのような保育所や幼稚園が存在して、それらの施設がどれくらい児童
を抱えているかを調べた上で引越をしているのであろうか。あるいは、新しい家からどれ位
のところに診療所があり、その診療所が普段どれくらい混雑しているかを調べた上で引越し
をしているのであろうか。むしろ、こうした住宅環境については調査せずに居住地を選定し、
引越しをした後で「あ、思ったより混雑している」と気が付く人が多いのではないだろうか。
また、「たとえどのような居住地を選定したとしても、転居後に行政が公共サービスの平準化
を行ってくれるはずである」と考えているならば、居住地の選定において人々は住宅環境に
あえて関心を払わないのではないだろうか。本論文の目的は、こうした素朴な疑問、「人々は
移転を考えている候補地の住宅環境をどれ程考慮した上で転居の意思決定を行っているかJ
を、統計分析により検証することであるo
ティプー仮説に関しては、規範的な視点から理論面の精級化が進められる一方で1)、その現
実妥当性を検証すべく多くの実証研究も行われてきている。ドウディング等(1994)は、過
去に行われた実証研究を、(1 )行政区の規模と公共サービス供給の効率性を分析したもの、
( 2 )行政区の特性と家計の特性が人口移動に与える影響を分析したもの、(3 )税負担義務
と公共サービスの供給状況が資産価値に与える影響を分析したもの、(4 )行政区の財政支出
状況の差異が人口移動に与える影響を分析したもの、(5 )家計の居住地選択行動をミクロレ
ベルで分析したもの、に類型化しているo ドウディング等が紹介するように、ティプー仮説
に関しては多くの先行研究が存在し多岐にわたる分析手法が駆使されているが、本研究は以
下の3点でユニークであると思われるo
第1は、公共サービスを得るための税負担義務が均質な地域を選定し、住宅環境の分析を
行っている点であるo ティプー仮説の検証においては、公共サービス供給の効率性をどのよ
うに推計するかということがしばしば大きな問題となる。実際、公共サービス供給の効率性
を測る尺度としてどのような代替指標が利用されるかにより分析結果が大きな影響を受ける
ことが、先行研究でも示されているo 先行研究の大部分は、公共サービスへの支出額を税負
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担で除した割合を公共サービスの効率性を図る指標として利用しているが、これは以下に述
べる幾つかの理由から必ずしも妥当な指標とはいえない。まず、公共サービスへの支出額が
人々の利用できる公共サービスの量と一致しない可能性がある。単に無駄な支出が行われて
いるだけかもしれない。次に、納税した税金が分析対象とする公共サービスだけに利用され
ているとは限らない。集められた税金が他の用途に利用されているかもしれないし、あるい
は、他の財源が分析対象とする公共サービス供給に利用されているかもしれない。さらに、
この分析方法では、違う行政区に住む人々の聞で、公共サービスへの需要が均一であること
が暗に仮定されている。公共サービスへの支出が少ない地域は、単にその需要が小さいだけ
かもしれないが、このことは考慮されていない。以上の制限を考慮すると、公共サービスへ
の支出額を税負担で除した割合を、公共サービス供給の効率性を測る代替指標とし、それと
人々の居住地の選定関係を分析することには、大きな問題があると思われる。こうした公共
サービスの効率性評価の問題を回避するために、本研究では、税負担がほぽ同ーとなる行政
区域内での人口移動に分析対象を限定し、住宅環境が居住地の選定に及ぼす影響を分析して
いるo
第2は、 iCountData ModeUを応用した計量分析手法を利用している点であるo ティプ
ー仮説の検証においては、人々の住居移転をどのようにモデル化するかということが大きな
争点となるo 人々は現在の居住地に住み続けることにより得られる便益と別の居住地に移転
することにより得られる便益を比較し、移転するかどうかの意思決定を本来行っているはず
である。しかし、人口の流入量・人口流出量を単純に比較して、 2つの地区に居住した場合
の効用水準を比べることは極めて難しい。さらに、このアプローチでは移転費用が加味され
ない。人々は、別の居住地に移転した場合の効用水準が、現在の居住地に住みつづけること
により得られる効用水準に転居に伴う移転費用を加えた水準を上回らない限り移転しない。
ところが実際問題、こうした転居に伴う移転費用の推計は極めて困難である。このため、「地
域が兼ね備える特性」が「地域の選択Jに及ぽす影響を分析する場合には、流入状況のみを
その分析対象とすることが多い九流入状況を分析する研究では主に iLogitModeUが利用
されており、移転候補地がどのような確率で選ばれるかを、家計や企業の特性を利用して説
明するというアプローチが採られているo しかし、このモデルを利用するためには、家計あ
るいは企業の属性データが必要であり、属性データが得られない限り、この分析方法を応用
することはできない。以上の制限に鑑み、本研究では iCountData ModeUを利用し、「候
補地が選ばれる回数Jを「その地域の兼ね備える住宅環境jで説明するというアプローチを
採択している。 iCountData ModeUを利用した計量分析は、経済学の分野でも1990年代に
入ってから利用されるようになり、ヘルス・サービスやレクリエーションの需要推計に盛ん
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に利用されるようになっている。しかし、筆者達の知りうる限り、居住地の選択に rCount
Data ModeUを利用した先行研究はない。
第3は、日本のデータを利用して実証研究が行われている点である。ティプー仮説を利用
した居住地選択の実証研究の大部分はアメリカのデータを利用して実施されたものであり、
日本のデータを利用した先行研究は殆ど存在しない。では果たして、アメリカの分析結果を
そのまま日本に当てはめて、ティプー仮説の妥当性を論ずることが妥当であろうか。筆者ら
は、次のような理由から、日本のデータを利用してティプー仮説を検証することは有意義で
あると考えている。日本では画一的な行財政システムが採択されており、自治体の政策決定
権限の自由度が低い。このため、行政区間での競争が生じにくい構造となっており、ティプ
ーの仮定する効率的な公共サービス供給を行うインセンティプが働きにくい構造となってい
る。また、日本は米国に比較して、住居移転に多大な費用を要する経済構造となっている。
従って、米国で想定されるほど居住地の移転が容易ではなく、ティプーの仮定する「足によ
る投票」の費用は極めて大きい。斯かる背景から、人々が、公共サービスの充実した行政区
を選んで転居するよりも、近隣の行政区と比較して自ら居住する区のサービスの改善を求め
る可能性が高い。このことは、ティプー仮説の満たされる素地が小さいこと示唆する。一方、
アメリカの人口移動の分析で最大の争点、となるのは人種問題であるが、日本ではこの影響は
比較的小さい。居住地の選定における自由度はアメリカに比べれば高く、ティプーの仮定す
る条件が逆に満たされやすいとも考えられる。いずれの場合でも、日本と米国は大いに異な
る社会経済構造をもつため、ティプー仮説の妥当性についても異なった結論が導かれる可能
性があり、日本のデータを利用し実証研究を行うことは大切であろう。
以下、本論文は、次のような構成となる。第2章では、 rCountData ModeUを利用した
居住地選定のモデルが定義される。利用される基本モデルは rpoissonGravity ModeUと
呼ばれるものであり、住宅環境の良い地域により多くの人々が惹きつけられることを仮定し、
人々が住宅環境にどのような評価を下しているかを説明するものである。第3章では、使用
するデータについて説明を行う o 本研究では、対象地域として大阪市内24区を取上げ、区が
兼ね備える住宅環境とその区への人口移動の相関関係を分析している。第4章では、分析結
果の考察を行い、住宅環境の差異が人々の居住地の選択にどのような影響を及ぼしているか
を提示する。なお、データ解析は 5歳毎の年齢階層に分けて、 20歳から80歳までの全ての年
齢階層について実施したが、紙面の制約から30歳から34歳の年齢階層の分析結果を中心に結
果報告する。最後の5章では、分析結果に基づいて結論を述べる。
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2 基本モデル
2. 1 転居における意思決定
人々が転居を行うプロセスは、①現在の居住地に不満をもち転居をしようと考えるように
なる、②新しい居住地を探し適当な転居先を見つけようと行動する、③新しい居住地を選定
し転居する、という 3段階のプロセスを経る。転居の意思決定をこのように階層化する場合、
居住地jに住む個人が居住地 iへと移り住む確率Pijは、次の3つ条件付確率の積によって表
記できる3)。
(1) Pij=P(Slj)P(OI i)P(I IA) 
始めに、P(SIj)は居住地jに住む個人が現在の居住地に不満をもち転居を考えるようにな
る確率である。言い換えるならば、この確率は個人が現在住んでいる居住地jより満足度の高
い居住地群Sが存在することを発見する確率である。次に、P(0 I i)はこの個人が居住地 iに
移り住む機会を認知する確率である。集合 Oは集合Sの部分集合となり、居住地jに住む個
人が居住地 iへと移り住むためには、居住地 iが集合 Oに含まれなければならない。最後に、
P(IIA)はこの個人が候補地群Aの中から居住地 iを選択して転居する確率である。集合A
は集合 Oの部分集合となる。
今、 P(OIi)が外生的に決定されていると仮定すれば、 P(IIA)は、転居を行った場合に個
人の効用に影響を及ぽす因子を、その他の代替的な候補地群Aと居住地 iの間で比較した関
数で与えられる。同様に、 P(SIj)は、現在住んでいる居住地以外に転居を行える場所が存在
し、それらが望ましいものであると認識する確率なので、個人の効用に影響を及ぽす因子を、
居住地群Sと現在の居住地jの問で比較した関数で与えられる。
ところで、上記のように転居における意思決定の階層化を仮定することは、次のようなこ
とを想定していることにほかならない。個人は転居するかどうかを決めた後に転居先を選択
するが、この転居先の選択は現在個人がどの地域に住んでいるかに依存しない。従って、
P(SIj)はライフサイクルの中でランダムな要因によって与えられ、 P(IIA)とは独立であ
る。この仮定により、人口移動を押出要因と受入要因に分けて分析することが可能となる。
本研究でも同様な仮定をおき、人口移動の要因分析の内、人口の受入要因を取り出し評価を
行っている。
2.2 Count Data Analysis 
個人が転居を行うにあたって、候補地の問で同一の税負担義務が発生するとみなしている
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なら、公共サービスの量が多い、あるいは、環境条件が良いといった魅力的な住宅環境を備
えた居住地をより高い確率で選択するはずであるo 従って、住宅環境が優れていると思われ
る居住地ほど人口流入量が多くなることが推測されるo こうした仮定をおいた上で、「居住地
への人口流入量Jを「転居先の特性」で、どの程度説明できるかを検証することが以下の作
業となる。
それでは、「居住地への人口流入量jと「転居先の特性Jの聞に相関関係があるものとして、
この相関関係をどのようなモデルで評価することが適当であろうか。ここで重要な点は、人
口流入量のデータは負にならないことである。 fOLSJは被説明変数がマイナスの値をもつこ
とを想定しているので、 fOLSJの利用は不適切である。また、 fTruncatedFunctionJを仮
定して被説明変数がマイナスにならないように調整を行い、再びOLSを活用することが考
えられそうだが4)、これも確率分布に関する仮定が間違っているので不適切である。こうした
問題点を克服するために、人口移動が実現したか否かを被説明変数にして、これを各家計の
属性で説明するアプローチ、 fLogitAnalysisJがしばしば利用される。しかし、これには各
家計の属性を含むデータが必要であり、残念ながら本研究ではこのアプローチは利用できな
い九こうした制限に鑑み、本研究では fCountData AnalysisJを利用し、「居住地への人
口流入量」と「転居先の特性Jの間の相関を分析している。
2.3 Poisson Gravity Model 
本論文で用いる fCountData AnalysisJの基本モデルは、 fPoissonGravity ModeUで
ある。 fPoisson分布Jを利用して、居住地への人口流入量 Yiがあ・となる確率が
( 2 ) Prob(乙=Yi) = .， 1，:;>1 
JI・
に従うものと仮定する。ここでんは平均値であり、居住地iが人々を惹きつける重力(Grav-
ity)となる。このんが、各居住地の兼ね備える特性Xiで与えられ、 lnん=β'X1なる関係を満
たすものと仮定する。住宅環境が良くX1が大きな地域では、人々を惹きつける重力んも大きく
なる。従って、多くの人口流入量Yiが観測される確率が高くなる。一方、住宅環境が悪くX1が
小さな地域では、人々を惹きつける重力んは小さくなる。この場合、少ない人口流入量Yiが観
測される確率が高くなるo 本研究では、この fPoissonGravity ModeUを基本モデルとし
て、「居住地への人口流入量Jと「転居先の特性Jの相関関係を分析した。
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変数
総地積
住宅地比率
借家比率
日照条件
保育所利便性
幼稚園利便性
診療所利便性
中心地ダミー
表 1 説明変数一覧表
定義式等
有租地総面積
住宅地面積÷有組地総面積
借家数÷住宅総数
日照時間3時間以上の住宅数÷総住宅数
(公立保育所定員数+私立保育所定員数)-;5歳未満人口
(公立園児総数+私立園児総数)-;5歳未満人口
一般診療所施設数÷総人口
福島区、西区、浪速区、淀川区、北区、中央区
注:総地積の単位はばである。その他中心地ダミーを除く変数の単位は割合
である。
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本研究では、対象地域として大阪市内24区を取上げた。また、被説明変数となる人口流入
量Yi・には、当該区 (i)に市内の他区 (jヰi)から流入した人口を用いた。データソースは平
成2年度国勢調査である。なお、人口移動に関する先行研究の結果を踏まえ、 5歳毎の年齢
階層別に分析を行った6)。
ところで、大阪市内の転居に対象を限定し人口流入の分析を行うことには、少なくとも 3
つのメリットが存在する。第1に、先に論じた税の支払いと財政運営面での問題を緩和でき
る。大阪市内に居住すると決めたならどの区を選択しても、税負担義務には殆ど差がない。
第2に、転居者が転居先の住宅環境を認知している可能性が高い。あるいは、転居者がこう
した情報を得るつもりであるならば容易に得ることが可能である。第3に、転居理由をある
程度特定化できる。様々な理由で人々は転居するはずであるが、住宅環境の変化を求めたも
のとは考え難い転居、例えば、仕事の都合による東京から大阪への転勤などは対象から除外
できる。
一方、人口流入を引き起こす要因としては、「総地積j、「住宅地比率J、「借家比率J、「日照
条件j、「保育所利便性」、「幼稚園利便性J、「診療所利便性」、を説明変数に用いた(表 l参照)。
「総地積Jが大きな地域には人口流入量が多くなるはずであるから、両者の聞には正の相関
が期待される。総地積に比し住宅地の面積比率が大きな地域では、居住可能な場所が多いの
で、やはりより多くの人口が流入すると予想される。住宅地区を総地積で除した値を、「住宅
地比率Jとして利用したが、この変数も人口流入量と正の相関をもっと予想される。さて、
定住者が少ない借家の多い地域では、人々の入れ替わりが高く、人口流入量も多くカウント
されると思われる。この点を勘案するために、住宅総数に占める借家の数を「借家比率Jと
して変数に用いたo この変数も人口流入量と正の相関をもつはずであるor日照条件Jについ
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ては、日照時間が3時間以上の住宅数が総住宅数に占める割合を利用した。日当たりが良い
住宅地を人々は好むと思われるので、この変数も人口流入量と正の相関を持つと思われる。
「保育所利便性Jと「幼稚園利便性Jについては、それぞれの定員数を 5歳未満人口で除し
た値を用いた。混雑度が低い施設の方がサービス量が多いと考えられるので、これらの変数
と人口流入量の聞にも正の相関があると予想される。「診療所利便性」については、一般診療
所数を総人口で除した値を利用した。人口当りの診療所数が多い地域、医療サービスが充実
している地域を人々はより多く選択すると考えられるので、この変数も人口流入量と正の相
関関係をもっと期待される。以上のデータは、昭和60年度第73回大阪市統計書、昭和58年度
住宅統計調査報告、から抽出したo 最後に、 IndependentIrreverent Alternativeの条件の
緩和のために、商業活動が盛んな中心地にダミー変数を用いた7)0IIA条件が満たされないよ
うであるなら、この変数がなんらかの影響をピックアップするはずである。
4 推計結果
4. 1 OLS ModelとPoissonModelの推計結果
表 2 OLS ModelとPoissonModelの推計結果 (30歳から34歳)
変数 OLS Model Poisson Model 
係数 標準誤差 係数 標準誤差
総地積 1.055E-4..・ 2.619E-05 1.048E-07..・ 4. 235E-09 
住宅地比率 765.152“・ 251.126 1.029..・ 0.041 
借家比率 1012.030 673.433 2.205・ 0.118 
日照条件 145.489 538.572 6.633・ 0.095 
保育所利便性 ー1652.890・ 597.401 一1.404..・ 0.099 
幼稚園利便性 -910.409 645.460 -0.721・ 0.101 
診療所利便性 -34035.600 57253.600 53.728・ 10.765 
中心地ダミー 33.313 137.695 0.084・ 0.0234 
モデル説明力 Adjusted R2 0.664 Pearson R2 0.626 
Deviance R2 0.584 
注 :OLSは線形モデルだが、 Poissonは非線形モデルなので、係数を直接比較
するのは不適切である。
Pearson R2とDevianceR2は、観測値の平均値(y)の代わりに予測値(ん)
を利用して、観測値(Yi)を予測した場合にどの程度説明力が増加するかを
示す。ただし、両者の問でその評価の仕方は異なる。
“・推計された係数がゼロとなる確率が0.01%以下の場合。
"推計された係数がゼロとなる確率が0.05%以下の場合0
. 推計された係数がゼロとなる確率が0.1%以下の場合。
表2に年齢階層30歳から34歳に関して、 rOLSModeUと rpoissonModeUを用いた場
合の推計結果を掲載したo rOLS ModeUでは、「総地積j、「住宅地比率J、が予想通りの符
号を示し、 1%レベルで有意となっている。一方、「保育所利便性Jは、予想とは逆のマイナ
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スの符号を示し、 1%レベルで有意となっている。このことは、保育園の利便性が低い区に
より多くの人口が流入している可能性を示している。 OLSに関しては、残りの説明変数は有
意にならなかった。なお、自由度修正済決定係数は0.664となった。他方、 rpoissonModeU 
に関しては、モデルの説明力を利用するために利用される 2つの指標、 rPearsonR2 Jが
0.626、rDevianceR2 Jが0.584となった。両指標の算定式は次の通り o
(3) Pearson R2=1-[ヱ(Yi-iJ2/iJ/[ヱ(Yi一五)2/yJ 
( 4 ) Deviance R 2二 l一[2mln(yi/£)]/[2mln(yi/3)]
ここで、ムは各区への人口流入量のモデルの予測値、3は24区の人口流入量の平均値をそれぞ
れ示す。 rpoissonModeUでは、全ての変数が1%レベルで有意に検出されている。しかし、
これは rOverdispersi onJ問題が発生し、推計の際に標準誤差が過少に評価されているため
とも考えられるo 以下 rOverdispersionJ問題が発生しているかどうかを確認する作業を行
った。
4 . 2 Overdispersion Tests 
rpoisson ModeUのウイークポイントは、平均が分散と等しくなるような確率分布に関
する仮定をおいていることである。生物学や物理学の分野では、時間経過とともに、バクテ
リアが増加する様を示したり、原子核が崩壊する状態を示したりするために、 rpoisson
ModeUを利用することには、それなりに正当性がある。しかし、経済学の分野では、平均が
分散と等しくなると信じる理由は極めて乏しい。一方で、 rCountDataJがどのような確率
分布に従うかを、事前に仮定することもできない。このため、使用しているデータを活用し
てデータがどのような確率分布に従っているかを検証する作業が要求される o 1980年代に入
って、計量経済学者・統計学者は、間違った確率分布を想定して統計分析を行った場合どの
ような結論が導かれるか、 rMisspecifiedDensity Jに関して議論を展開してきた九本研究
の分析でも、人口流入がどのような確率分布に従うかを事前に知ることはできないので、こ
れらの先行研究の成果を反映させる必要がある。
rMisspecified Density Jに関する議論のうち、 rCountData AnalysisJにおいて重要な
点は、「確率分布が rLinearExponential Family J に属すると仮定し統計解析を行った場
合、誤った確率分布を想定した時に得られる推計結果は真の値に一致するが、その統計予測
は信頼性を欠く」ということであるo つまり、第1次のモーメントコンディションは満たさ
れるため検出されるパラメータは正しく推計されるが、より高次のモーメンコンディション
は必ずしも満たされないため、分-散は誤った値となることが多い九端的に述べると、 rHeter-
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ogeneity Jに類似した問題を発生させることとなる。また、経済学で利用されるfCountDataJ 
は、分散が平均を上回る fOverdispersionJのケースが一般的であり、単純に fPoisson
Distributi onJを仮定して推計結果を評価した場合、解析結果の信頼度が過度に評価されてし
まうo Cameron and Trivedi (1986， 1990， 1998 )は、こうした問題にどのように対処すべ
きかについて説明しているが、本論文でもこれらの先行研究に従い fOverdispersi onJ問題
を解決していくこととする。
表 3 標準誤差一覧表 (30歳から34歳)
変数 Hessian 
Outer NB1 NB2 NB2 
Product (Auxiliary) (Auxiliary) (MLE) 
総地積 4.235E-09 9.291E-10 3. 113E-08 2.726E-08 4.199E-08 
住宅地比率 0.041 0.008 0.302 0.263 0.341 
借家比率 0.118 0.017 0.868 0.725 0.621 
日照条件 0.095 0.015 0.695 0.592 0.575 
保育所利便性 0.099 0.024 0.731 0.623 0.758 
幼稚園利便性 0.101 0.023 0.743 0.679 0.954 
診療所利便性 10.764 3.965 79.111 60.590 141.489 
中心地ダミー 0.023 0.006 0.172 0.147 0.195 
注:Outer Product Estimatorは、 BHHHEstimatorである。 Bemdt.Hall. Hall. 
Hausman (1974)参照。
Auxiliaryは、 AuxiliaryRegressionを利用した場合の推計結果である。手願
に関しては本文参照。
MLEは、 NB2モデルを OverdispersionParameterを含め MLEProcedure 
により推計した結果を示す。
過去、 fOverdispersi onJ問題に対処するためのアプローチが幾つか提示されてきている
が、比較的ポピュラーな方法は、平均と分散が一致するかどうかを確かめるfOverdispersion 
TestJを行い、この条件が満たされない場合に fNegativeBinomial ModeUを利用して推
計をやり直すというものであるo
確率分布を正しく想定して統計分析を行う場合には、 MLEにおいて fHessianMatrixJ 
を利用して統計予測を行うことが可能であるo 先の表2の fPoissonModeUの推計結果は、
fHessian MatrixJを利用した場合の推計結果となっている。しかし、確率分布が誤って想
定されている場合には、 fHessianMatrixJを利用するのは不適切である。想定されている
確率分布が真の確率分布と一致しているかどうかを確かめる一つの手段は、 fHessian
MatrixJと fOuter-Product MatrixJを比較することである。想定している確率分布が真
の確率分布と同一の場合には、 fAsymptotic Theory Jにより、この2つの Matrixは一致す
るはずであるo 表3の1列目と 2列目に年齢階層30歳から34歳に関して推計した fHessian
MatrixJと fOuter-ProductMatrixJから得られる標準偏差を掲載しているが、両者を見
比べてみると大きな差があることが分かる。つまり、誤った確率分布が想定されている可能
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性が高いこと、 fPoissonDistributionJが誤った確率分布であることが示唆されている。ま
た、 fHessianMatrixJから得られる標準偏差の方が、 fOuter-Product MatrixJから得ら
れる標準偏差より、 3倍から 4倍程度大きいが、これは分散が過少に評価されているfOver-
dispersionJ問題が存在する可能性が高いことを示しているo
fOverdispersionJ問題を分析するために、更に fRegressionBased TestJを利用した。
そこで、検証すべき仮説は、
九:E[YjIXi] =λj-λ(Xi，β)， V[YiIXi] =λi 
Hム:E[YiIXi] =λi-λ(Xi，β) ， V [Yil Xi] =λi+αg(λj) 
であるo この fRegressionBased TestJで fOverdispersi onJの仮説検定を行うためには、
g(λ;)の関数を特定化しなければならないが、一般的にはこれらがfGammaHeterogeneity J 
に従うものとして検定をすることが多い。我々も fGammaHeterogeneity Jを仮定し、
g(λ;)=ん (NB1) とg(λi)=λ~ (NB2)の2通りのケースについて、 α=0の仮説検定を行っ
たo統計分析の結果は、g(ん)ニんの場合、α=53.012、標準誤差=16.236で、α=0を確率0.003
で、 g(λj)=λ?の場合、 α=0.044、標準誤差=0.019で、 α=0を確率0.028で、それぞれ棄却
した。これらの検定結果は、 fOverdispersionJ問題の存在を強く示唆しているo
表3の3列目と 4列目に、これらの推計された αをfOverdispersionParameter Jとして
利用し、 fAuxiliary RegressionJを行った場合の標準誤差が記載されている。また、同表の
5行目には、確率分布が fNB2 ModeUに従うものと仮定し、説明変数のパラメータと
rOverdispersion Parameter JをMLEによって同時に推計した場合の結果が記載されてい
る。これらの推計結果を見る限り、 「診療所利便性Jを除き標準誤差の大きさが類似してい
ることが分かるo 以上の標準誤差に関する分析を踏まえた上で、以下では fNB2MLEJを
利用したより詳しい推計結果を示す。
4.3 NB2 MLEの推計結果
fNB2 MLE ModeUの標準誤差を利用し、表2の推計結果を再推計したものを表4に記
載した。なお、比較の目的で fOLSModeUの推計結果を表2より再掲した。表4の再評価
によると、「住宅地比率J、「借家比率Jf日照条件jの項目が、 1%レベルで有意となった。
また、「総地積」や「保育所利便性Jは、先程に比べ説明力が衰えるものの、それぞれ5%と
10%のレベルで有意となっている。なお、「借家比率jと「日照条件Jは、 fOLSModeUで
は説明力を持たないが、 fNB2 ModeUでは強い説明力をもっ。
推計結果をまとめると、「総地積」が広く、「住宅地比率jが高く、「借家比率Jが高く、「日
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表4 OLS ModelとNB2MLE Modelの推計結果 (30歳から34歳)
変数 OLS Model NB2 MLE Model 
係数 標準誤差 係数 標準誤差
総地積 1. 055E-4 ••• 2.619E-05 1.048E-07・. 4. 199E-08 
(0.908E-04) 
住宅地比率 765.152..・ 251.126 1.029..・ 0.341 
(891.387) 
借家比率 1012.030 673.433 2.205・ 0.621 
(1909.821) 
日照条件 145.489 538.572 6.633・ 0.575 
(5745.727) 
保育所利便性 -1652.890・ 597.401 -1.404・ 0.758 
(-1216.321) 
幼稚園利便性 -910.409 645.460 -0.721 0.954 
(-624.284) 
診療所利便性 -34035.600 57253.600 53.728 141. 489 
(46538.867) 
中心地ダミー 33.313 137.695 0.084 0.195 
(72.342) 
Overdispersion 0.044.. 0.019 
モデル説明力 Adjusted R2 0.664 Pearson R2 0.626 
Deviance R2 0.584 
注 :OLSは線形モデルだが、 NB2は非線形モデルなので、係数を直接比較する
のは不適切である。
Pearson R2とDevianceR2は、観測値の平均値(五)の代わりに予測値(ん)
を利用して、観測値(Yi)を予測した場合にどの程度説明力が増加するかを
示す。ただし、両者の間でその評価の仕方は異なる。
NB2 MLE Model ( )内の数字が、 MarginalEffectを示す。
M ・推計された係数がゼロとなる確率が0.01%以下の場合。
“推計された係数がゼロとなる確率が0.05%以下の場合。
. 推計された係数がゼロとなる確率が0.1%以下の場合。
照条件」が良い地域により多くの人口が流入する結果となっている。これら説明カをもった
変数の内、前の 3つの変数は予想通りの結論であるが、 4番目の「日照条件Jは興味深い結
果である。掲載した年齢階層30歳から34歳以外の年齢層についても同様な分析を実施したが、
日照条件に関しては全て 1%のレベルで有意となっている。年齢階層に関係なく、人々は居
住地を選定する場合に日照条件を気にかけているようであるo
一方、「保育所利便性Jに関しては、 rOLSModeUの分析の場合と同様に、 rNB2MLE 
ModeUでも予想と逆の推計結果が得られている。掲載した30歳から34歳の年齢階層以外で
は、 25歳から29歳の年齢階層で、やや説明カは弱いものの、 t値は-1.471で同様にマイナス
の符号が得られている。「保育所の利便性Jは、この他の年齢階層に関しては殆ど有意になら
なかった。「保育所の利便性」が説明力をもっ年齢階層 (25歳から35歳)は、幼児期の子供を
もっ可能性が高い世代であるので、統計分析の結果は、保育所の必要性が高い世帯がむしろ
保育所の利便性が低い地域に人口移動していることを示唆しているo
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その他の変数、「幼稚園利便性」、「診療所利便性jといった項目は、統計的に有意な説明力
をもたなかったo このことは、幼稚園のキャパシティーが幼児数に比べて多い地域や診療所
の数が人口に比べて多い地域に人口流入量が多くなるわけではないことを示す。なお、本論
文で掲載した変数に加えて、人口移動に影響を与えそうな因子として、診療所のアクセシピ
リティー(地積当りの診療所数)、社会福祉施設の利便性(人口当りの老人福祉施設数)、公
共文化施設の利便性(人口当りの公共文化施設)、交通事故発生比率(地積あたりの交通事故
数)、犯罪発生比率(人口あたりの加害事件救急活動件数)、などの変数についても分析を行
ったが、これらの変数も説明力を有しなかった。最後に、中心地ダミーも有意な説明力を持
たなかったo IIA条件に関しては、特に分析上の問題はないようであるo
fNegative Binomial ModeUを利用して説明変数が被説明変数に及ぽす寄与度(Marginal
Effects)を調べる場合には注意が必要である。 fOLSModeUは線形モデルなので、推計さ
れたパラメータを寄与度として直接利用することができるが、 fNegativeBinomial ModeU 
は非線形モデルなので、推計された係数を直接利用することはできない。これは、期待値の
変化量が説明変数の水準に依存するからであるo 表4のNB2MLEの( )内に、サンプル
の平均値で評価をおこなった場合の fMarginalEffectJを記載しているが、これらの数値を
用いて各変数の人口流入量への寄与度を説明できるo Marginal Effectを算定した式は次の
通り o
(5) dE[YiIXiJIδXi=正β
分析結果によれば、平均的な区で住宅総数が37，190軒で日照時間3時間未満の住宅が10，117
軒となっているが、日照条件の悪い住宅の 1ポイント(約372軒)の日照条件が改善されると、
57.457人の人口流入増が見込まれるo
最後に、図1に観測値を横軸に予測値を縦軸にとった散布図を掲載した。図に示されてい
るように、 30歳から34歳の年齢階層ではモデルの説明力は高い。モデルの説明力を年齢階層
別にみると、 20歳から34歳の年齢階層で、 fPearsonR2 JとfDevianceR2Jの両指標の値が
0.5を超える程度となっており、クロスセクション分析としては、比較的良好な結果となって
いるo また、 60歳から79歳までの年齢階層に関しても、ほぽ同様な結果が得られているo一
方、 35歳から59歳までの年齢階層に関しては、両指標の値が極めて小さくなっており、説明
カが低下しているo fOLS ModeUを利用した分析でも、これらの年齢階層の人口移動に対
する説明力(自由度修正済決定係数の値)は低い。この要因としては、アウトライヤーの影
響が考えられる。全ての年齢階層で、西区と西成区の2つの区は、観測値が予測値を大きく
上回り、人口流入が過少に予測される結果となっている。しかし、これらの区への人口流入
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2∞o 
が40歳から60歳に集中していることや対象サンプル数が24サンプルと少ないことから、説明
力が低い年齢階層で、これらの2区の影響が強く出ている可能性が考えられる。アウトライ
ヤーの影響をみるために、これらの2つの区を除き35歳から59歳までの年齢階層について再
分析を行ったが、この場合は rPearsonR2 Jと rDevianceR2 Jの両指標の値は0.6を超え、
モデルは再び強い説明力を有した。
5 結論
本論文で我々は、「人々が移転を考えている候補地の住宅環境をどれほど考慮した上で転居
の意思決定を行っているかJを、統計分析によって検証した。我々の検証結果は、「人々は、
移転を考えている候補地の住宅環境を精査していない、あるいは、全ての住宅環境要素を所
与のものとみなし転居の意思決定を行っていない」というものであるo
統計分析の結果によれば、保育サービスの需要が高い世代が、既に保育サービスが逼迫し
ている地域へ移転していることとなる。こうした振れ現象は、本論文で分析対象とした1980
年代後半に特有の現象ではなく、むしろ時代を経るに連れ悪化の傾向を辿っているようであ
る10)。ティプー仮説を単純に当てはめる限り、こうした振れ現象は理解し難い。実際、ティプ
ーの言葉を借りるならば、むしろ人々は「足による逆投票Jを行っていることとなる。どう
して「足による逆投票Jが生ずるのだろうか。 2つの可能性が考えられるだろう o 第lは、
保育所の利便性に関する情報が転居先を探している人々に正しく伝わっていない可能性であ
る。こうした場合、人々は引越しをした後で「あ、思ったより混雑しているJと気づくはず
である。第2は、保育所の利便性に関する情報は人々に正しく伝わっているのだが、それが
あえて無視されている可能性である。こうした場合、人々は「行政はシピルミニマムとして
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保育サービスを提供すべきであるo 隣の区の方の保育サービスが充実していて芝生が青い」
と訴えるだろう。 2つの可能性の内どちらが正しいのか、あるいはどちらが強い要因となっ
ているのかは、残念ながらクロスセクションを用いた本研究においては区別がつかない。し
かし、分析対象を大阪市内の人口移動に限定しており、移動をする人々が周囲の住宅環境を
認知している可能性が高いことを考慮するならば、後者の可能性(保育所の利便性に関する
情報が無視されている可能性)は否定しえないだろう o
保育サービスに対侍する興味深い結果として、日照条件の影響が導出された。転居先を選
定する場合、誰でも部屋の日当たりは確認するだろうし、日照時聞が3時間に満たない日当
たりの悪い部屋は敬遠するだろう o しかし、こうした日照条件に関する人々の選好より重要
なことは、日照条件が改変できない住宅環境要素とみなされているということである。一日
に僅か3時間程度の日が部屋に差し込むことがシピルミニマムであることには、殆どの人が
合意してくれそうであるo しかし、引っ越した後で「自分の部屋に3時間以上日が差し込む
ように改善してくれ」と行政にかけあったところで、殆ど聞き入れてくれそうにない。行政
が聞く耳を持たないからではなく、そんなことは到底できないからであるo 人々もこのこと
は承知しているようであり、居住地の選定を行う段階で日照条件が悪い場所を避ける行動を
とっているようであるo 保育サービスの場合と異なり、日照条件は、人々に所与の要素とみ
なされているようである。
人々が移転先で得られる公共サービスを所与のものとみなしているようであれば、ティプ
ーの論じた「足による投票jのメカニズムが機能する。このような場合、特定地域における
公共サービスの著しい不足は見受けられないはずである。しかし、現実は「足による逆投票J
が生ずる場合が多い。これは、人々が移転先で得られる公共サービスを所与のものとみなし
ていなしヨからである。住宅地が開発・再開発された場合、装いを新たにした住宅地へは特定
の年齢階層が一時に集中的に流入してくることとなるo なぜ、このような事態が生ずるのだ
ろうか。これは、人々が行政に人口流入に応じた公共サービスの増加を期待するからである。
しかし、現実には行政にそのような能力があるとは限らない。
注
1 )ティプー・モデルの理論面での議論に関しては、 Bewley(1981)、Epple等(1984)、Hamilton(1975)、
Henderson (1985)、Richter(1982)、Scotchmer(1985)、Westhoff(1977)、Wooders (1980)、など
を参照。
2)例えば、 Gabrieland Rosenthal (1989)、McConnelland Schwab (1990)、Levinson(1996)、 Arora
and Cason (1999)、Listand Co (2000)、などを参照
3)意思決定段階をこのように階層化して、 rpoissonGravity ModeUを利用する方法は、 Tomkinsand
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Twomey (2000)で、労働移動の要因分析に利用されている。
4 )実際1980年代の後半には、 Maddala(1983)の議論などを応用し、こうしたアプローチにより rCount
DataJの分析が行われていた。例えば、 Smithand Desvousges (1985， 1986)、Kling(1987， 1988)、
Smith (1988)などを参照されたし。
5) iLogit AnalysisJは確かに魅力的な分析手法であるが、極めて情報要求量の多い分析方法でもある。
データの制約などを考えると、例えば途上国の人口移動の分析などには利用されにくい。一方、 rCount
Data AnalysisJは iLogitAnalysisJに比べて情報要求虫の少ない分析手法であり、その汎用性は高い
と思われる。
6 )例えば、 Packand Pack (1977)。
7 )対象区を幾つかのプロックに分けて、I1A条件を緩和をする方法は、 LocationChoice分析では一般的
な方法である。例えば、 McConelland Schwab (1990)、 Levinson (1996)、Listand Co (2000)、な
どを参照されたし。
8 )例えば、 White(1982)を参照。
9 )なお、この議論では、実際の確率分布がLinearExponential Familyになっている必要はない。Linear
Exponential Familyを想定すればよいだけである。
10)日本経済新聞 (2001.12.23)。
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